
 

 

令和８年度事業計画 

 

令和８年度の事業計画は、以下の事項を念頭に置いて策定した。 

 

第１ 理念 

 １ 「信頼を守り、未来を拓く」司法書士 

 (1) はじめに 

現代の日本は、大きな変革期にあり、「人口減少」、「少子高齢化」、「経済格差の拡大

と貧困問題」、「災害の頻発化」、「地域間格差と地方の衰退」、「情報化社会における情

報格差、プライバシー保護などの新たな課題」、「グローバル化への対応」など、多岐

にわたる課題を抱えている。 

   司法書士は、「信頼を守り、未来を拓く」存在である。そして、司法書士及び司法書

士会の活動も、それを後押しするものが求められる。  

(2) 求められる司法書士像  

「信頼を守り、未来を拓く」存在として求められる司法書士像、すなわち、司法書士

としての行動理念や資質については、局面ごとに様々な考え方があり得るところであ

り、唯一絶対のものはない。そのため、ここでは市民が抱える課題に取り組むに当た

って重要と考えられるものを、いくつか挙げるにとどめる。 

 まず、司法書士としての行動理念につき、相談者、依頼者である市民は、自らの日常

生活の中で発生する課題の解決を、司法書士に求めている。市民が社会の構成員であ

る以上、司法書士がその解決に尽力することは、究極的には社会の維持向上につなが

るものであり、「未来を拓く」ことになる。社会が変化し新しい課題が次々生まれ続け

る中、その解決の一翼を担う司法書士としては、それらの変化を恐れずチャンスとし

て受け止め、デジタル化や新たな紛争解決手法の活用、司法アクセスの拡充、地域社

会への貢献などを通じ、誰もが法の保護にアクセスできる包摂的な社会を実現すべく、

より良い法的サービスの創造に向けて長期的かつ広い視野をもって尽力することが求

められる。  

次に、そのような課題の解決をすべき司法書士の資質につき、課題の解決に係る専

門家として確かな知識と行動が要求されることは当然であるとしても、社会が不安定

な状況にある中、「信頼を守り、未来を拓く」存在として司法書士に期待を寄せる市民

の多くは、特に、次のような資質を強く求めている。 

①多くの市民は、司法書士に、誠実さと透明性を求めている。   

    司法書士の業務は、司法書士法上、書類作成及び手続代理を中心として構成され

ている。 しかし、その実質においては、個人の生活上の重要な局面、事業活動の継

続と発展、地域社会の基盤の安定に深く関わるものであり、司法書士の業務は、単

なる事務処理にとどまるものではなく、市民の権利の実現を支え、社会の信頼と秩

序を維持する公共的使命を担うものである。このような業務の性質に照らせば、司



法書士は、高い倫理観と責任感をもって職務を遂行することが求められる。その遂

行に誠実さを欠けば、手続の遅滞や判断の誤りを招き、依頼者に重大な不利益を生

じさせるのみならず、取引の安全や地域社会の安定を損なうことになる。また、職

務の過程及び判断の根拠が適切に記録され、後日検証可能な状態に置かれていなけ

れば、問題の発見及び是正が遅れ、その影響が拡大し、深刻な結果を招来すること

となる。多くの市民にとって、人生の岐路や共同体の基盤にいきなり深く関わる活

動をすることは、本能的な不安や恐怖を伴うものである。そのため、市民が司法書

士に寄せる期待の根底には、「この者に安心して任せることができるか」という、切

実な信頼の要請がある。司法書士制度は、まさにこの信頼の上に成り立つものであ

り、司法書士一人一人が、その重みを深く自覚しなければならない。  

   ②多くの市民は、司法書士に、自らの成熟を促す存在であることを期待している。 

司法書士は、市民の人生に寄り添う伴走者としてたとえられることが多い。これ

は、司法書士の業務の内容が①で述べたような性質を持つことから導かれるもので

あり、司法書士の行動は、依頼者である市民の意思形成や行動の在り方にも、少な

からぬ影響を及ぼすこととなる。司法書士の職務には、単に依頼に応じて手続を遂

行するにとどまらず、市民が法のもとで適切に判断し、安心して行動することがで

きるよう支えることも含まれる。他方、司法書士は、高度な専門性と職業倫理を備

えた法律専門職であると同時に、専門家として他の存在と多方面かつ多様な連携を

しながら活動を続ける、一人の人間でもある。そのため、司法書士の活動の成果は、

個々の依頼者の利益の実現にとどまらず、取引の安全、紛争の予防及び解決、更に

は地域社会における法的基盤の維持向上につながることになる。そして、相談者、

依頼者である市民もまた、必ずしもそうと明確に意識しているとは限らないものの、

そうした司法書士との関わりを通して、自らの権利と責任を理解し、法的課題に適

切に向き合う力を培い、社会の構成員としてあるべき姿に近づいていく。言い換え

れば、司法書士が伴走者として活躍することは、相談者、依頼者である市民の成熟

に司法書士が関与するということでもある。わが国の法制度は、国民一人一人が権

利の主体として尊重され、自律的かつ責任ある市民として社会に参加することを支

える基盤である。すなわち、制度の利用主体である市民は、権利の主体として社会

において尊重されると同時に、社会の構成員として成熟していくことが自ずと求め

られている。司法書士は、法制度を現場において支える存在であるとともに、市民

が属する社会のあるべき形成に寄与し、その持続可能な将来を担保する存在として

期待されている。この期待に基づき、司法書士の活動は、権利擁護の実践を通じて、

自由で公正 な社会の実現に資するものでなければならない。 

 (3) まとめ 

(2)で述べたとおり、「信頼を守り、未来を拓く」の語中の「信頼を守り、」という要

請は、高度な倫理性、誠実性、説明責任及び検証可能性を備えた職務遂行によって、

初めて実質を伴う。そして、そのような不断の実践によって積み重ねられた信頼の

上にこそ、「未来を拓く」専門職としての役割が成り立つ。よって、司法書士は、法

令及び職責に忠実であることはもとより、市民一人一人の権利と尊厳を尊重する確



かな倫理観を基礎としつつ、品位を保持し、公正かつ誠実に職務を遂行し、その過

程を適切に記録し、説明責任を果たすことのできる専門職でなければならない。ま

た、不断に専門性を研鑽し、公正中立な立場を堅持し、関係機関等との適切な連携

を図りながら、市民とともに歩み、その信頼に応える実践を積み重ねていかなけれ

ばならない。 

 

 



 

 

 
総 務 部 
 
１ 厚生委員会 

  ① 会員相互の親睦を深め情報交換を密にするため、親睦会、新年互礼会等を企

画し実施する。 

  ② 人間ドック、健康診断、予防接種の助成制度の一層の普及を図る。 

  ③ 司法書士会館の適正な運営、管理を図る。 

 

２ 登録調査・表彰等選考委員会 

  ① 登録等の申請者の審査を行う。 

  ② 他の単位会からの移転の申請者は、総務担当副会長及び総務部長が面談を行う。 

  ③ 各種表彰者の選考を行う。 

 

３ 事故処理委員会 

  司法書士賠償責任保険の請求があった場合、迅速に対応する。   

 

４ 総務委員会 

① 会則及び各種規程類の整備 

理事会及び各部、委員会からの要望に応じ、会則、規則、規程、細則等の改正の 

検討をするとともに、委員会独自にも各種規程類の整備を行う。 

② 会内への本人確認規程改正の周知、徹底 

  改正犯収法に基づき要請される取引時確認並びに当会の依頼者等の本人確認

に関する規程の会員への周知を図る。 

③ 新たな検討課題への対処 

ＷＥＢ会議システムに関する運用等、新たな検討課題があれば、必要に応じて 

会議を開き、検討する。 

 

５ 苦情対応窓口 

① 市民からの苦情に対しては、迅速な対応を行い早期に問題解決を図っていく。 

② 綱紀案件にならないよう配慮するとともに、問題の把握に努め、親身になって 

苦情申出人の話を聞き感情を和らげられるような対応を心掛ける。 

 

６ 紛議調停委員会 

   紛議調停の申立があった場合は、誠実に対応する。 

 

７ 非司排除委員会 

   非司行為をする者及び疑いのある者並びにそれらの者に業務を依頼する者に対 

し、司法書士法７３条（非司等の取締り）の規定を周知する。違反者の告発及び 

告訴等を行うため、関係機関との連携・協力を推進する。司法書士法施行規則第 



 

 

４１条の２（司法書士法等違反に関する調査）の規定による法務局長からの調査 

委嘱に対応し、調査を実施する。 

 

 

経 理 部 

 予算の執行にあたり、会員のみなさんからお預かりしている貴重な会費であることを認識

しながら、次のことを今年度の目標に掲げて、努力する。 

① 予算執行にあたり、適正を旨とし可能な限り節約に努める。 

② 予算執行にあたり、全体の公平性を常に意識しながら、特定の部会、委員会、団体に対

して利害が生じないように努める。 

③ 会計処理の適正を確保するとともに各種事業活動への支援のあり方の適正及び迅速性

を図る。また、適宜、会館において、証憑書類の確認を行い、６ヵ月に１回の監査に対応で

きるようにする。 

④ 日司連で検討されている会費値上げに対して迅速に対応できるよう、準備を行う。 

 

 

業 務 部 

１ （１）法務局、裁判所、法テラス、その他関連機関等に関する情報収集や周知活動を 

     行う。 

  （２）研修部や企画事業部等の他部と連携し、収集した情報の共有化を図る。 

  （３）「かいいん通信」へのコラムの投稿等によって会員の皆さんに有益な情報を提供 

する。 

  （４）法令改正に伴う対応を行う。 

  （５）相続手続、事業承継や民事信託等の司法書士業務としての課題の検討を行う。 

  （６）国土交通省の事務委任への対応を行う。 

  （７）山梨県大規模災害対策士業等連絡協議会の担当を所管する。 

  （８）ＮＰＯ法人やまなし消費者支援ネット参加会員を所管する。 

２ 本年度予定される下記関連会議へ参加し、必要な情報を理事会等へ提供する。 

  （１）司法書士会・弁護士会・法テラス山梨連絡協議会 

  （２）登記事務連絡協議会「権利部会」の開催 

   

  

 

 

 

 

 

 

 



 

 

研 修 部 

１．会員向け実務研修会の開催 

 ①定例研修会 

 課せられている研修１２単位（うち２単位は倫理研修単位）を満たすのに充分な単位

取得機会（１月に１～２回程度）を提供する。 

 定期的に講師を招いての現実開催を企画するのはもとより、構築し安定して利用でき

ている、会議システム「ＺＯＯＭ」を併用した、ハイブリット型で研修会を催す。 

 講師、テーマ共に幅広い研修会を企画、開催するとともに、受講者にとって受講しや

すい状況を確保することも心掛ける（研修会の後日配信受講や過去の研修データのライ

ブラリー化等）。 

 また、日司連から提供される研修データのうち、会員の日常業務に繋がると思われる

実務性の高いものを会員で共有すべくＤＶＤ研修等も積極的に行う。 

 

②連続実務者研修会 

 令和３年度、４年度で行った、「一つのテーマを数回にわたって取扱い、深い知識を

習得するための研修会」を可能であれば、今年度は復活開催したいと企画中である。 

 

③年次制研修の開催 

 昨年に引き続き、今年度の対象者（３０名弱程度）を対象に行う。 

 研修課題については中央研修所作成・編集のものを使用する予定。  

 他年次研修運営団体の日程と調整しながら、例年に倣い、秋頃オンラインではなく集 

合形式で開催予定である。 

 

２．新人研修制度の構築及び実施 

   当会独自の新人研修を、今年度は実施する予定である。 

   また、現状、新人研修の開催根拠となる新人業務研修実施要領につき試行版に基づき 

  行っている状況があるので、精度を高め確定版を作成する。 

   配信型新人研修につき、法改正や諸規程類の改訂等から必要が生じた二講義分につい 

  て、再収録を実施する。 

 

３．取得単位率向上のための取組み 

   現状行なっている単位取得状況の通知のほか、単位未取得者、年次研修未受講者への   

  対応方法の協議、与えられた課題を一読し報告する形での単位付与等、全国５０単位会 

  比で決して良いとは言えない当会の単位取得率の向上を様々な視点から検討する。特に、 

  他会と連携しながら、研修単位取得の義務化及び研修単位取得状況の情報開示をどこま 

  で遂行するかを検討していきたい。 

 

４．部会の開催 

   上記各項目を検討、実施するため、「ＺＯＯＭ」を利用したハイブリッド型での部会 



 

 

  を行う。ただし、現状の部委員の多さから、必要以上の部会開催は控え、メーリングリ 

  ストの活用や、部会内の担当者のみの会議等を行う形式とすることで、部会全体での会 

  議は極力少なくする方向を試みる。 

 全体会議(年間２回から３回程度)及び新人研修担当者会議(必要に応じ随時開催) 

 

 

広 報 部 

１．対内広報 

    会員相互の情報交換及び会員への会務に関する周知・連絡のため、本年度も「かいい

ん通信」の発行を中心に広報活動を行う。 

２．対外広報 

   司法書士制度の周知及び山梨県司法書士会の活動を広く市民に PRするため、下記の 

広報活動を行う。 

・山梨日日新聞への月極広告の掲載（期間：１２か月。費用：１３２万円） 

・ラジオを利用した広報活動（期間：３か月（予定）。費用６６万円） 

   相続登記義務化及び令和８年４月１日から施行される住所等の変更登記の申請義務化

また司法書士制度の周知のため、令和８年１月からラジオにより情報発信を行う。 

    運営は、広報部を中心に、総合相談センター、リーガルサポート山梨支部、山梨県青

年司法書士協議会と共同して行う。 

・山梨県司法書士会 PRグッズの配布 

相談会における相談者の満足度の向上及び次に繋げる手段として、PRグッズ（タオル、

ボールペン、クリアファイル）を配布する。 

・県市町村広報誌への有料広告の掲載 

山梨県の広報誌「ふれあい」（発行部数：約 30万 6,000部）の有料広告欄に広告を掲載

する（費用：２５万円）。また、市町村広報誌の有料広告欄に広告を掲載については、市

町村広報誌の広告掲載料が支部の予算と会の予算を使う（原則として半額補助する。）こ

とから、管轄支部と費用対効果も含め掲載するかどうか協議をおこない検討する。 

・ホームページによる広報展開 

   PRすべき情報があれば、必要に応じて随時ホームページに掲載して広報する（年間 

保守管理委託費用：約７万円）。また、市民への情報提供の一環（市民が依頼する会員を

選ぶ際の参考情報）として、各会員のページに研修の履修状況を掲載して公開することを

検討する。 

 ・相続登記義務化・住所氏名変更登記義務化に関する周知 

   令和６年４月１日から開始した相続登記の義務化及び、令和８年４月１日から施行さ

れた住所氏名変更登記義務化に関して、上記の新聞紙、各種メディア媒体、県市町村広報

誌及びホームページにより周知するほか、別途周知方法があれば検討する。 

 ・上記のほか、必要に応じて予算の範囲内で効果的な広報活動を行う。 

 

 



 

 

 

企 画 事 業 部 

 「総合相談センター」及び「空家対策委員会」を中心として、相続登記義務化による多数

の相続登記関連の相談等に対応することを目指す。また、「調停センター」については、広

報活動を通じて市民に当センターの周知を図るとともに、研修実施及び参加によりセンター

員のスキルアップを目指す。「開業支援司法過疎対策委員会」としては、配属研修の環境づ

くりに邁進し、新規開業希望者にも対応する。 

 また、山梨大学での講義を通して、学生に対し、司法書士と法について専門職の現場を学

ぶ機会を提供する。 

 

１ 総合相談センター 

 

（１） 運営委員会の開催   

２か月に１回程度開催。年５回ほど、臨時に開催することもある。 

 

（２） 定例相談会 

  金曜夜の相談会    第４金曜日    １８時～２０時（開催未定） 

  甲斐市相談会     第２金曜日    １３時～１７時 

  南アルプス市相談会  第３木曜日    １３時～１６時 

  甲府市役所相談会   第１水曜日    １０時～１３時 

  火曜相談会      第１・第３火曜日 １３時～１６時 

  笛吹市総合相談    毎月１回程度   １３時３０分～１５時３０分 

  富士吉田市役所    毎月１０日    １３時～１６時 

  都留市心配ごと相談所 第１・第３金曜日 １３時～１６時 

  富士急百貨店相談会  第３水曜日    １３時～１６時 

  峡東相談会      毎月１回     １３時３０分～１６時３０分 

  法務局相談会     第１・第３火曜日 １４時～１６時３０分 

 

（３） 年間単発の相談会 

  全国一斉「遺言・相続」無料相談会    ８月上旬  かいてらす 

  法の日相談会              ８月・９月 各支部 

  相続登記お済ですか相談会        ２月    各支部 

  税と登記の相談会（令和８年度担当 司法書士会） 

１０月～１１月ごろ かいてらす 

  丹波山村・小菅村相談会（未定）     １１月ごろ 現地開催 

  宅建協会との合同相談会         ９月ごろ 

 

（４） 各種団体の開催する相談会への相談員派遣 

  法テラスの日相談会           ４月ごろ  法テラス 



 

 

  遺言・相続セミナー＆相談会       年２回   法務局主催 

  十士会相談会              １１月ごろ  

  行政相談         ９月・１０月 年２回   総務省 

  多重債務相談        １０月・１１月   県民消費生活センター 

  法律扶助の日相談会           １月ごろ  弁護士会 

 

（５） 岡島相談会開催予定（詳細は今後打合せして決定） 

（６） 韮崎市「相続限定相談会」年４回 第４水曜日開催 

 

 

２ 調停センター 

（１） 調停センターの運営について 

① 運営委員全員で運営し、広報活動及び研修会をさらに充実してまいります。 

② 各支部・各種団体への説明等引き続き積極的な広報活動を行うと共に、会員通信を利用

させて頂き、当センターの内外広報活動に、より力を入れていきます。 

③ 事件管理者・手続実施者のスキル向上や新たな手続実施者養成のため、山梨県司法書士

会会員向けのさらに充実した研修会を行いたいと思います。また、より多くの運営委員

を名簿登載し、事件に対応できる人材を増やします。 

④ 規程類の修正（オンライン調停含む）又は運営上の文書類作成、セミナー又は研修会等

の内容の決定のため、また、事案の受託方法や関東ブロック・日本司法書士会連合会・

他県調停センターの運営状況の把握のために運営委員会を開催します。 

（２）案件受託のための工夫 

① 引き続きパンフレットの配付及びホームページの活用を行います。なお、より活

用しやすい様にＨＰの見直しも検討していきます。また、各種団体へ出向き、積

極的に広報活動を行います。 

② 市民への当センターの周知を図り、案件を受託するため、新聞広告、折込チラシ、ＳＮ

Ｓを含むＷＥＢ関係の広告等、ターゲット層に適した媒体による、効果的なＰＲ方法に

ついての検討及びその実施を行います。 

③ 会員が相談を受けた事案や各相談会場で開催される無料相談及び司法書士総合

相談センターに持ち込まれた事案について、ＡＤＲによる解決に向いたものにつ

いて、当センターを紹介してもらえるよう働きかけを行います。 

（３）研修会（セミナー）の実施及び参加 

 運営委員及び手続実施者名簿登載者の個々のスキルアップのため、また、山梨県司法

書士会会員から新たに手続実施者や事件管理者を名簿登載・育成するために、研修会の

実施やセミナーへ参加したいと思います。また、調停センターの案件受託の際の指針を

検討する研修会を行うことも検討したいと思います。 

（４）事案の積極的受託 

 より多くの市民の皆様のお役に立てるよう１つでも多くの事案を積極的に受託しま

す。 



 

 

 

３ 開業支援司法過疎対策委員会 

① 配属研修受入先名簿の管理 

② 配属研修希望者と受入先事務所のマッチング 

③ 新規開業希望者からの相談対応 

④ 新人の修習目標項目一覧表の見直し 

⑤ 司法過疎対策の具体策の検討 

 

４ 空家対策委員会 

① 積極的な空家対策事業の推進 

② 各団体・市町村との空家対策に関する協定書の締結 

③ 空家等対策に関する相談会の実施並びに講師の派遣 

④ 市町村に対する空家対策協議会等への委員派遣 

⑤ 空家等対策業務に関する当会事業担当者向けの研修 

⑥ 空家等対策事業担当者の募集及び名簿登載作業 

⑦ 空家等対策事業に関する情報収集及び他団体との情報交換 
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